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２００６年５月８日 

 

 スポーツ仲裁規則第３次改正について  
 

日本スポーツ仲裁機構 

 

１ 修正の目的 
 ①「スポーツ調停規則案」が提出されるに伴うすべての規則の用語の統一。誤字の訂正と、脱字

修正。 

 ②緊急仲裁手続の手続保障の強化。 

 ③仲裁申立料金に関する規定の追加。 

 

２．改正箇所およびその条文案 
 以下、改正部分を赤字にて、改正規則案を現行規則と対照させる形で記載し、修正の目的(①②③)

を記載します。 

 

【目的】 【改正規則案】  【現行規則】 

スポーツ仲裁規則等全般   

① スポーツ仲裁規則等全般   

 「及び」、「又は」に統一  「および」、「または」が混在 

    

① 第１５条１項、第４８条   

 
「申立」(名詞)「申立て」(動詞)の記

述統一 

 「申立」(名詞)と「申立て」(動詞)の

使用が混在 

スポーツ仲裁規則   

① 第１４条１項   

 

この規則に基づき紛争の仲裁申立て

をしようとする競技者等は、次に掲げ

る事項を記載した仲裁申立書を日本ス

ポーツ仲裁機構に提出しなければなら

ない。 

 この規則に基づき紛争を仲裁を申立

てをしようとする競技者等は、次に掲

げる事項を記載した仲裁申立書を日本

スポーツ仲裁機構に提出しなければな

らない。 

    

① 第３５条４項   

<脱語> スポーツ仲裁パネルは、第１項及び

第２項の同意がある場合であっても、

手続参加が仲裁手続を遅延させると認

めるときその他相当の理由があるとき

は、手続参加を許さないことができる。

 スポーツ仲裁パネルは、第１項の同

意がある場合であっても、手続参加が

仲裁手続を遅延させると認めるときそ

の他相当の理由があるときは、手続参

加を許さないことができる。 

    

① 第４４条２項   

 <「全部又は一部」：第４４条３項に統一> 

 スポーツ仲裁パネルは、仲裁判断の

主文において、日本スポーツ仲裁機構

 スポーツ仲裁パネルは、仲裁判断の主

文において、日本スポーツ仲裁機構が
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がその仲裁手続のために負担した手続

費用及び日本スポーツ仲裁機構が仲裁

人に支払うべき仲裁人報償金につい

て、その全部又は一部を被申立人が負

担すべきであると判断する場合には、

被申立人がそれを日本スポーツ仲裁機

構に支払うべき旨の命令を記載しなけ

ればならない。この判断については理

由の記載は要しない。 

その仲裁手続のために負担した手続費

用および日本スポーツ仲裁機構が仲裁

人に支払うべき仲裁人報償金につい

て、その一部または全部を被申立人が

負担すべきであると判断する場合に

は、被申立人がそれを日本スポーツ仲

裁機構に支払うべき旨の命令を記載し

なければならない。この判断について

は理由の記載は要しない。 

    

② 第５０条３項   

 

緊急仲裁手続においては、第２１条

の規定にかかわらず、原則として仲裁

人は１名とし、日本スポーツ仲裁機構

がこれを選任する。ただし、日本スポ

ーツ仲裁機構が、特段の事情があると

認めるときは、仲裁人を３名とし、必

要に応じて当事者の意見を参考にしつ

つ、その３名を選任することができる。

 

 緊急仲裁手続においては、第２１条

の規定にかかわらず、仲裁人は1名と

し、日本スポーツ仲裁機構がこれを選

任する。 

スポーツ仲裁仲裁申立料金規程   

③ 第４条 (取り下げ)   

 

申立人が、第１８条１項により仲裁

申立てを取り下げた場合において、ま

だ仲裁人が一人も選任されていないと

きは、日本スポーツ仲裁機構は、申立

人に申立料金の全額を返還する。 

 <追加> 

スポーツ仲裁人報償金規程全般   

① 

 

第１条 （目的） 

 この規程は、スポーツ･･･ 

 １ この規程は、スポーツ･･･ 

    

① 

 

第２条 （仲裁人報償金） 

 仲裁人報償金は、原則･･･ 

 ２ 仲裁人報償金は、原則･･･ 

    

① 

 

第３条 （仲裁手続必要費用） 

 日本スポーツ仲裁機構･･･ 

 ３ 日本スポーツ仲裁機構･･･ 

    

３．施行期日 

 本改正規則の施行は、２００６年５月８日からとなります。             以上 


